はじめに

本日、第１５２回浦添市議会定例会の開会にあたり、今回提出しております諸議案の説明に先立ち、平成２２年度の施政方針について所信を申しあげ、議員ならびに市民各位のご理解とご協力を賜りたいと存じます。
　昨年は私にとって３期目の初年でありました。市民の皆様のご期待をしっかりと受け止め、厳しい行政環境が続く中ではありますが、多くの課題に挑戦する勇気と、進取の気概、情熱を持ち、市制運営に取り組んできました。「地域力」をキーワードに「ひとづくり」「ものづくり」「まちづくり」を三大ビジョンとして掲げ、「太陽とみどりにあふれた国際性ゆたかな文化都市」の実現を目指し、日々全力を傾注してまいりました。
　ご承知のとおり本市は７月１日に市制施行４０周年を迎えます。この大きな節目は、これまで市民の皆さんと共に築き上げてきた歴史を回顧し、先人の労苦に感謝する機会であると共に、輝かしい未来に向けた新たな出発点でもあります。この慶事に当たり、多くの市民に地域への関心を高めていただき、共に祝い、地域の力を盛り上げるため、式典の開催をはじめとする様々な記念事業を、一年を通して実施してまいります。
今から４０年前の昭和４５年、本市の人口は約４万４千人でありました。その後急速な都市化の進行により人口は右肩上がりで上昇し、今日では１１万人を超える都市へと成長しました。
　その間、日本経済は高度成長期から２度に渡るオイルショックを克服して安定成長期に移行し、昭和６２年に出現したバブル景気、平成３年のバブル崩壊、その後、日本経済は平成不況と呼ばれる長期低迷に陥りました。平成１３年になると政府は、日本経済は構造的な問題に直面しているとの認識のもと、「聖域無き構造改革」「構造改革無くして景気回復無し」のスローガンを掲げ、市場原理を重視して構造改革を積極的に進めました。その結果、平成１８年には日銀のゼロ金利政策が６年ぶりに解除され、また景気拡大局面が戦後最大と言われていた「いざなぎ景気」を上回るなど回復の兆しを見せました。しかし、一昨年の米国発の金融危機に端を発した景気減速懸念が世界的に高まり、それが日本国内にも波及して、急激な景気後退に直面することとなりました。
　そのような中で実施された先の衆議院議員総選挙の結果は、目の前の雇用不安や、年金・介護・医療制度など改革のひずみに将来の明るい姿が描けず、閉塞感に満ちた現状を打ち破りたいと政権交代を求めた国民意思の結果であったのかと思われます。
変革の時代において私たち自治体は、社会経済情勢の変化など、時流を敏感に読み取り、スピード感を持って対応することが肝心です。地域主権改革の推進に伴い、住民に最も身近な自治体として、市町村の果たすべき役割はこれまで以上に大きなものとなります。
しかしながら、多様化、複雑化し、加えて行政に対する市民意識の変化の中にあって、迅速に諸問題に対処していくためには、行政だけでは補えない状況も随所に生まれてきました。
行政の手の届かないところに対して、補完・補充していただける地域の方々や各種団体と連携し、本市のまちづくりを推進していくことや、併せて今日課題となっている少子高齢化や地球温暖化対策などの諸問題に対応していくことが今後は更に重要になってくるものと考えております。お互いがそれぞれの役割を明確にしたうえで、地域力を活かし、１１万市民のやさしさが溢れ、笑顔が輝く平和で豊かなまちづくりを推進してまいります。
平成２１年の県経済は、全国との経済構造の違いにより悪化の程度が緩やかであった反面、持ち直しの動きは全国より遅れているとみられております。このような状況下、本市においては経済対策関連の交付金を活用し、本市の実情に応じて果断な対応を積極的かつ弾力的に行ってまいりました。
去る１月２２日の臨時市議会では国の補正予算に併せ提出いたしました「地域活性化・公共投資臨時交付金」「経済危機対策臨時交付金」など教育、子育てや経済対策に関する補正予算を認めていただいたところでございます。本定例会におきましても、国の２次補正予算に盛り込まれた追加経済対策を活用いたしまして、切れ目のない地域経済・雇用への対応など地域活性化に寄与する補正予算案を提出しているところであります。これまでに２３億円余の生活・経済対策などの関連事業を実施、提案しており、その効果として、自立的・安定的に成長し得る、活力ある地域経済の確立につながるものと期待しています。
これからの市政は、先の変化を正確に見通すことはいうまでもなく、堅実な中にも果敢に取り組んでいかなければ新たな発展はないものと考え、地域力を基軸とし確固たる決意をもって、諸施策を展開していく所存であります。
それでは、平成２２年度の主要事業について、順次ご説明申しあげます。

平成２２年度主要施策

第１は、「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(うまんちゅ),万人)でにぎわう生活創造都市」についてであります。

【産業振興】
浦添市産業振興センター・EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(ゆい),結)のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(まち),街)は、市内企業はもとより、市外、県外の企業も含めて広汎に活用されており、産業活動の拠点としての役割を発揮しています。市民、企業、行政及び観光客を含めた｢文化｣｢産業｣｢交流｣の拠点として、｢経済の活性化｣と｢雇用機会の創出｣を図りながら、｢ゆめづくり｣｢まちづくり｣そして｢ひとづくり｣を引き続き促進します。特にインキュベーション施設運営の一層の充実を図り、もって起業家を育成、及びベンチャー企業を輩出するための支援等を展開してまいります。

古くから伝わる沖縄の伝統工芸の振興を図ることによって、ものづくり、ひとづくりの風土を育み、ものづくり産業を発展させることはきわめて重要と考えております。

浦添産の糸を活かした織物事業につきましては、「うらそえ織結の会」を組織面及び販売面から支援してまいります。養蚕及び絹織物事業の生産拠点を整備し、絹糸・絹製品の量産化を図りながら、絹物の商品開発、養蚕及び流通業との連携を行い、県内外へ本市産織物の流通拡大を目指してまいります。

また、蚕の飼育・餌となる桑畑の確保は、平成１８年度より市において行ってまいりましたが、本年度から民間事業への移行を念頭に業務の委託等を行い、本市産業として定着、普及を促進してまいります。

地場産業の育成につきましては、展示会の充実とパンフレット作成等地場産品の開発奨励に努めるとともに、市特産品等出展助成を引き続き実施し、地場産品の県内外への販路拡大を図ります。また、沖縄県や県工業連合会が主催する県産品奨励展示会及び沖縄県産業まつりに多くの企業の出展を促し、支援を図ります。

さらに、本市は産業高度化地域指定を受けており、企業誘致に積極的に取り組み、それに伴う誘致企業に対する固定資産税の減免、新規雇用者企業に対する研修補助、施設賃借補助事業を実施してまいります。

小規模企業の経営安定を図るため、市小口融資制度を充実させ、県小規模企業対策資金制度の積極的活用を引き続き促進します。

【農業】
都市型農業の確立につきましては、亜熱帯性気候の特性を利用した収益性の高い果樹、園芸作物を中心に、沖縄の野菜等の栽培についても積極的に支援してまいります。ＪＡおきなわ浦添支店と協力して農産物展示会及び即売会を開催することにより、農家の生産意欲の向上、及び農作物の販路拡大、また、農家の生活の安定、及び安全な食の供給促進に努めます。さらに休耕農地の解消、及び市民の農業体験や農業に対する理解を促進するために、市民農園の開園に向けて取り組んでまいります。

【漁業】
沖縄の気候に適し、浦添市の地場産品となっている海ぶどう、及びクルマエビの養殖事業は、浦添宜野湾漁業協同組合の経営安定に資する重要な事業になっております。本年度も、エビ養殖場の水質浄化事業等へ水産業振興対策補助金を交付し、安定した養殖漁業の確立に努めます。

【観光】
プロ野球キャンプは、マスコミ等による情報発信効果、一流選手と直に接することによる青少年健全育成効果、及び多数の選手・スタッフ及びマスコミ等の来訪による経済効果が望めることから、東京ヤクルトスワローズ浦添キャンプを引き続き支援してまいります。また、例年実施しております神宮球場浦添デーを開催し「浦添」をアピールするとともに、地場産品等の販路拡大に努めます。

観光産業の創造に「浦添市観光協会」と連携して取り組み、振興に努めてまいります。

【雇用機会の確保と失業対策】
県内の完全失業率は、昨年も平成２０年と同じく７.４パーセントと高い数値を示しており、依然厳しい雇用情勢となっていることから、雇用の確保・職業能力開発推進等の諸施策を引き続き実施してまいります。

市役所１階に開設している「浦添市地域職業相談室」では、沖縄労働局による実施体制により、平成２０年度は４８１名の雇用を実現しました。引き続き若年層から高齢者まで広範囲な雇用相談の支援を行い、就業機会の拡充を図ってまいります。

全国的に雇用情勢が悪化する中創設された「ふるさと雇用再生特別交付金」及び「緊急雇用創出事業」を活用し、雇用機会の創出に取り組みます。

また、就職を希望する市民への就労機会の拡大と就労条件の向上を図るため、市内在住者優先雇用の機会創出を目的とした企業訪問、及び職業能力開発講座の開催による技能、知識の習得等の実務支援を引き続き実施してまいります。

さらに、中小企業従業員の福利厚生と雇用安定を図るための諸施策を充実してまいります。

【那覇港湾整備】
国際流通港湾を目指す那覇港では、国際コンテナターミナル運営事業が４年目を迎え、背後地のロジスティクスセンターの整備・運営事業を、ＰＦＩの手法を用いて平成２３年の運営開始を目途として事業に取り組んでいるところです。本事業への取り組みは、那覇港の立地特性を活かした競争力のある国際流通港湾の実現に向けた着実な前進であり、本事業の運営開始により国際物流関連産業の新規立地が促進され、これに伴う雇用創出など、県経済への波及効果が大いに期待できることから引き続き那覇港の整備を促進してまいります。

本市まちづくりの目標であるマリントピア浪漫プラン「海を活かした文化と活力ある新たな都市の形成」の実現に向け、那覇港浦添ふ頭地区を新たな産業集積の拠点として位置付け、引き続きふ頭の整備を促進してまいります。

【西海岸開発】
西海岸開発事業の第１ステージである臨港道路浦添線、及び都市機能用地につきましては、本年度中の埋立竣功を目指し取り組んでまいります。また第２、第３ステージにつきましては、地区の形成、及び高次的な都市機能の集積により、２１世紀における本市発展の大きなポテンシャルを有していることから整備の実現を図ってまいります。

【総合計画】
平成１３年度よりスタートした第三次浦添市総合計画は、市民・企業・行政が一体となって、さまざまな施策を展開してまいりましたが、平成２２年度をもって１０年間の計画期間が終了します。これを受けて、昨年度よりこれから１０年先を展望し「第四次浦添市総合計画」の策定に取り組んでおります。本計画は、これまでのまちづくりの成果の上に、さらなる平和で豊かな「浦添」を実現するための指針として本年度内に策定してまいります。

【牧港補給地区の跡地利用計画】
牧港補給地区の跡地利用計画につきましては、本地区の返還スケジュールを見据えるなかで、地権者や市民及び関係機関との合意形成を図りつつ、実効性のある跡地利用計画を策定してまいります。本年度は、まちづくりの方向性を示した基本構想を踏まえて、基本計画の骨格となる主要都市施設の配置等の検討に取り組んでまいります。

【行政事務の情報化】
行政事務につきましては情報連携・効率化などにより、市民サービスの向上を図ってまいります。本年度は、第五次総合福祉システムを構築し、業務及びシステムの効率化とセキュリティーの向上による安心・安全な行政サービスを提供してまいります。また、住基、税を含む基幹システムの維持、管理、及び保守等の業務については、地場産業の育成を図るため、地元企業の受注が可能となる環境を整備してまいります。

【モノレール】
沖縄都市モノレールの浦添ルートへの延長整備につきましては、沖縄県及び那覇市とともに事業化に向けて取り組んでまいります。また、市民の移動の利便性と、今後経営参画するモノレールの利用促進を高めるため、古島駅を起終点とするコミュニティバスの導入を検討してまいります。

【都市計画】
市民生活に欠かすことの出来ない重要な都市インフラである道路につきましては、主要幹線、幹線、補助幹線、生活道路それぞれについて効率的な整備を行ってまいります。

主要な幹線道路等については、事業主体である国及び県との連携を強化し、国道５８号の交通混雑の緩和が期待される沖縄西海岸道路浦添北道路、及び港川道路の整備促進に努めてまいります。

【道路整備】
補助幹線道路については引き続き神森線ほか、都市計画に関する４路線の早期完成、地域交通の円滑化・安全性の確保等、快適な暮しを支えるための浦西中学線ほか４路線の道路整備を推進してまいります。

その他、生活道路については、緊急性のある道路を優先して整備を行い、快適で潤いのある道路空間の創出、及び道路の機能維持に努めてまいります。

市内の橋梁については、長寿命化修繕計画を策定し、今後の橋梁修繕に活用してまいります。

【上水道】
水道事業につきましては、水の安定供給を確保するために、引き続き老朽化した配水管の布設替えや配水管網の整備を推進してまいります。また、効率的水運用を図るために漏水を監視する施設整備を推進します。さらに、災害に強い施設の実現のため耐震化調査を実施し、施設整備計画を策定するとともに、貯水量を確保するため配水池建設計画に取り組んでまいります。

【下水道】
公共下水道は、公共用水域の水質を保全するとともに、清潔で快適な生活環境を確保するための重要な都市施設であります。本年度は、南第一区画整理地区の未普及解消下水道補助事業、南第二区画整理地区においては、浸水対策下水道補助事業を実施し、汚水及び雨水排水施設の整備を推進してまいります。また、経年による機能劣化の著しい西洲中継ポンプ場、及び西原中継ポンプ場の改築工事を行うとともに、既設汚水管について長寿命化詳細設計に基づく計画的な改築、更新を行い、下水道施設の機能を適正に維持してまいります。

第２は、「未来へはばたく交流文化都市」についてであります。

市民が、心身ともに充実した豊かな人生を送るため、学びの喜びを実感できる学習活動の提供に引き続き取り組んでまいります。

【生涯学習の推進】
昨年度開学した「てだこ市民大学」から、本年度は第一期の卒業生を輩出することになります。てだこ市民大学で学んだ学習成果を、これからのまちづくりの担い手の一人として、地域社会に還元できる人材の育成を推進してまいります。

また、家庭の教育力の活性化を図るための事業展開と、浦添市てだこ学園大学院の運営や、中央公民館等社会教育施設における各種講座の開設により、生涯学習活動の充実を図ってまいります。

【てだこウォーク】
市民の健康増進並びに観光振興に寄与してきました「てだこウォーク」も本年度、節目となる第１０回目を迎えます。「市制４０周年並びに第１０回記念大会うらそえツーデーマーチ・てだこウォーク２０１１」として、全国のウォーカーとの交流と、いきいき生涯健康づくりを推進してまいります。

【学校教育】
学校教育においては、教育委員会をはじめ学校は、幼児・児童・生徒の学習意欲を喚起し、自ら課題を見つけ、学び、主体的に判断し、よりよく課題を解決する能力や、豊かな人間性とたくましく生きるための健康や体力などの「生きる力」を育成するとともに、子ども一人ひとりの個性を生かす教育を推進してまいります。

学力向上事業として、「夢・にぬふぁEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(ぶし),星)プランEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(トゥー),Ⅱ)」の学力向上対策が全県で取り組まれていますが、市独自の取り組みも充実させながら、幼児児童生徒の学力向上に努めてまいります。

英語教育については、小中連携した児童生徒の発達段階に応じた指導方法の工夫改善を図ってまいります。また、国際理解教育の推進の一環として中学生海外短期留学派遣事業等の充実を図ってまいります。

小学校５年生を対象に実施しているセカンドスクールでは、自然・人・地域のふれあいを通し「心豊かでたくましい子」の育成を図ってまいります。

特別支援教育では、小中学校へ特別支援教育ヘルパーを派遣し、児童、生徒への支援の充実を図っておりますが、本年度はヘルパーを増員し、通常学級に在籍する発達障害児や気にかかる児童生徒の支援の充実など、保護者及び関係機関と連携し、特別支援教育の体制整備に取り組んでまいります。

「放課後子ども教室推進事業」を引き続き実施し、地域社会の中で子どもたちの健全育成に努めます。平成２０年度から神森中学校区と浦西中学校で実施している学校支援地域本部事業において、より地域に根ざした学校づくりを推進するため、学校の様々な活動を地域のボランティアが支援する体制づくりに努めてまいります。

併せて、「まなびフェスタ浦添」を引き続き開催し、広く市民に生涯学習の普及啓発を図ってまいります。

高校スポーツ界最大の祭典、平成２２年度全国高等学校総合体育大会「美ら島沖縄総体２０１０」において、本市はハンドボール競技と空手道競技が開催されます。子ども達へ全国レベルの競技を観戦できる機会が提供されることで、競技力の向上とスポーツ精神の高揚が期待されます。

【相撲場の再整備】
また年々活発化している相撲競技の発展のため、市運動公園内の相撲場施設の再整備を行い、利便性を向上させてまいります。

【情報教育の推進】
本年度は「第３次浦添市情報教育推進計画」の２年次にあたります。昨年度はデジタルテレビや電子黒板、校務用コンピュータの整備が飛躍的に進み、より充実した情報教育の環境を整えることができました。

この環境を有効に活用するため、これまで以上に教職員に対する研修及び支援を行い、指導法の工夫改善や授業の充実を図り、これからの情報化社会を担う人材の育成に取り組んでまいります。

【青少年の健全育成】
青少年の健やかな成長を図るため、子ども会育成連絡協議会、青少年健全育成市民会議などの各種団体との連携を図り、地域と一体となって心身ともに明るくたくましい青少年の育成に努めてまいります。

本年度の「少年の船事業」では、福岡県大野城市や山口県での交歓交流を通して他県の青少年との友情を育みます。

「浦添市・泉州市小中学生交流事業」では、泉州市に本市の小中学生を派遣し友好親善と相互理解を深めてまいります。

【教育施設の整備】
教育施設の整備につきましては、良好な学習環境の確保のため本年度は「仲西小学校屋内運動場改築事業」また継続事業として、「当山小学校プール及び幼稚園園舎改築事業」「浦城幼稚園園舎改築事業」「内間小学校校舎改築事業」に取り組んでまいります。

【文化振興事業】
文化振興事業につきましては、浦添市文化芸術振興長期計画に基づき、市民の文化芸術振興と文化意識の向上を図ってまいります。市民の音楽活動、舞台芸術の発展や国立劇場おきなわとの連携、「沖展」の開催などの事業に引き続き取り組み、さらに市制施行４０周年記念事業として「浦添史劇」と「子どもオペラ」を実施してまいります。

【市立美術館】
美術館では開館２０周年と市制施行４０周年を記念した「近・現代の日本漆の美展」を開催します。輪島漆器、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(さぬき),讃岐)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(しつげい),漆芸)などの代表作家の作品などを展示し、日本文化の美と言われる日本漆器を広く紹介します。

引き続き当館が所蔵する貴重な琉球漆器等を修復し、展示公開してまいります。

小中学校及び特別支援学校の児童生徒の優れた美術作品が展示される「第１１回浦添市小中学校美術作品展」の開催を通して子ども達の情操教育の向上を図り、親しみやすい美術館にしてまいります。

【市立図書館】
本年は国民読書年となっております。図書館では、子ども達が読書に親しみやすく、読み聞かせや語り聞かせの世界を満喫できるような環境の創出に向けて、児童室おはなしコーナー等の再整備を進めてまいります。また引き続き「うらそえEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(ワイエー),ＹＡ)文芸賞」の実施により、読書の楽しさや素晴らしさを伝えてまいります。

移民史編纂事業では、海外や県外へ移民出稼ぎをした浦添市出身者の方に加え、本市に移住してきた方々の聞き取り調査と資料収集を実施し、移住者が浦添市へ与えた影響の検証も行ってまいります。

【市内史跡・文化財の整備】
史跡浦添城跡環境整備事業では、本年度、浦添グスク南側の城壁復元整備のための仮設道路の設置工事を行うことで、城跡としての存在をより実感できる復元整備の推進が期待されます。また市指定史跡「浦添御殿の墓」の修復整備に向けた発掘調査と、整備に向けた実施設計も行ってまいります。

【国際交流の推進】
市制施行４０周年の節目を記念しまして、友好都市の泉州市と蒲郡市を本市の記念式典へ招聘いたします。泉州市の市制施行２５周年記念式典に参加し、尚一層の相互理解と友好の絆を深めてまいります。

さらに、両市との交流事業や、「中学生平和交流事業」・「南米移住者子弟研修生受入事業」・「外国青年招致事業」を引き続き実施してまいります。併せて、浦添市国際交流協会並びに沖縄国際センターと連携のもと、多様な交流事業を進めてまいります。

【男女共同参画社会の実現】
男女共同参画社会の実現にあたっては、「第２次浦添市男女共同参画行動計画（てだこEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(ひと),女男)プラン）」に基づき、様々な研修等を実施し知識の習得や市民意識の啓発に努め、女性の社会参画を促進するとともに、それを支える社会的環境整備に取り組んでまいります。

【地域コミュニティ】
自治会のさらなる発展のために、浦添市自治会活性化協議会を母体として、自治会加入率の向上とコミュニティの拡充による自治会活動の活性化を、継続的に促進してまいりたいと考えております。

自治会活動への財政的な支援として、引き続き「自治会行政運営補助金」の交付、敷地賃借料の補助、改修を必要としている事務所費用等の一部を補助してまいります。

てだこまつりを引き続き開催し、市民相互の連帯、親睦、文化交流及び市民意識の高揚を図ってまいります。

また、本年度は牧港漁港の駐車場の一部に芝を張り、市民のレクリエーション活動の場として多目的に利用できるよう整備してまいります。

第３は、｢ハートがかよう健康福祉都市｣についてであります。

　子どもから高齢者まで、年齢や障がいの有無に関わらず、市民誰もが安心して幸せな日常生活を送ることのできる、活力と魅力に溢れる地域づくりのための施策を展開してまいります。

　【子育て支援・保育】
　まず、出産時における妊婦と子どもの安全と健康を確保するため、妊婦一般健康診査の公費負担について引き続き１４回まで実施してまいります。

　乳幼児健康診査時に絵本の読み聞かせを通して、親子のふれあいを応援するブックスタート事業も引き続き実施してまいります。

　浦添市次世代育成支援行動計画「てだこ親子プラン」の後期計画が、本年度からスタートします。市立保育所、法人保育園では保護者ニーズに応じた保育サービスの充実に努めてまいります。

　待機児童解消の一環として、認可外保育施設の認可化、法人保育所の定員増を伴う増改築を行う予定です。

　認可外保育施設入所児童の処遇の向上にも、努めてまいります。

　また、子育てへの不安や負担感、孤立感の軽減を図る取り組みも引き続き実施してまいります。

　これまで計画的に整備を進めてきた児童センター建設事業では、本年度「前田ユブシが丘児童センター」の完成をもって、市内全ての小学校区で開所できることになりました。引き続き児童の健康増進と情操教育の展開を図る児童センター事業を推進してまいります。

　放課後の子どもの安全や、健やかな活動場所の確保を目的とする「放課後児童健全育成事業」では、大規模学童の解消に努めるとともに、施設整備においては、新たに改築される公的施設との併設に向けた対応をしてまいります。

　【子育て支援・児童福祉】
　子育てのための家庭生活の安定を図る目的として、本年度より中学校終了までの児童を対象に子ども手当を支給します。児童扶養手当については父子家庭にまで拡大し支給します。

　「養育支援訪問事業」や、母子世帯の自立に向けた「母子家庭高等技能訓練促進費等支給事業」を引き続き実施してまいります。児童虐待の早期発見と未然防止、ＤＶ被害者の相談支援等も各事業と連動させながら実施し、全ての子ども達が健やかに育つ環境の整備を推進してまいります。

【障がい者福祉】
　障がい者福祉につきましては、引き続き「自立支援給付事業」及び「地域生活支援事業」の充実に努めてまいります。本年度からは、難病者及び小児慢性特定疾患児への日常生活用具の給付や、難病者へのホームヘルプサービス、短期入所への支援を行う「難病患者等支援事業」を実施してまいります。

　また本年度から、保証人がいないなどの理由で民間の賃貸住宅への入居が困難な障がい者に対して、物件検索、斡旋や入居後の電話相談等の支援を行う「居住サポート事業」を実施してまいります。

　【高齢者福祉】
　高齢者福祉については、一人暮らし高齢者や認知症高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、在宅での福祉サービスの充実を図ってまいります。

　「家族介護支援事業」では、地域における認知症高齢者の見守り体制の構築と、認知症に関する広報・啓発活動や、認知症高齢者に関するボランティア等による見守りのための訪問を行うことにより、家族の身体的・精神的負担を軽減してまいります。

　併せて、地域において高齢者が尊厳のある生活を維持し安心して生活をすることができるように、地域包括支援センターを中心に中学校区保健福祉センターと連携し、地域包括ケア体制の構築を進めてまいります。

　また、高齢者個々の体力やニーズに応じた介護予防や生きがいづくりの創出に努め、高齢者の社会参加を促進してまいります。

　【生活困窮世帯への対応】
　生活に困窮する世帯に対し必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとともに、その自立の助長を図ります。また中国残留邦人等を対象とする支援制度の円滑な実施に努めてまいります。

　本年度から、子どものいる被保護世帯の自立のため、子どもの教育や児童福祉に関する専門知識を有する嘱託員を配置し、「生活保護制度における子どもの健全育成支援事業」を実施してまいります。

　【市民の健康づくり】
　豊かな生活を送るためには、日頃から健康づくりへの意識が必要です。専門職による保健指導を充実させ、生活習慣病の予防につとめてまいります。その一環として引き続き「３キログラム減量市民大運動」を実施してまいります。

　昨年度、政府の「経済対策」で実施された女性特有のがん検診推進事業については、本年度も引き続き全額公費負担で実施します。がんの早期発見と健康意識の普及、啓発を図り女性の健康保持及び増進を図ってまいります。

　その他のがん検診についても受診勧奨に努めてまいります。　

　「健康情報活用基盤実証事業」では１年目及び２年目に構築した、患者の医療データを共有するためのネットワークに、保健師、栄養士など医療従事者と連携を図る仕組みを整備してまいりました。

　本年度は、その基盤に処方・調剤・服薬情報を追加し、医療機関と保険調剤薬局が連携した、電子処方箋による投薬履歴管理支援と、健康づくりにおける活用を図ってまいります。

　【国民健康保険】
　国民健康保険事業では、特定健診・特定保健指導受診率の向上を目指し、被保険者への制度周知と受診勧奨に努めてまいります。生活習慣病の早期発見、早期予防のため被保険者の健康の保持・増進を図るために「人間ドック」、「がん検診」、「特定健診」を引き続き実施してまいります。併せて、医療費の適正化を図るとともに、国保財政の安定化とその健全運営に努めてまいります。

　【長寿「後期高齢者」医療】
　長寿「後期高齢者」医療制度につきましては、高齢者の方々の安心確保のため、きめ細やかな制度運営に努めてまいります。

　【国民健康保険】
　介護保険につきましては、高齢者が住みなれた地域で自立した日常生活を営むことができるよう、制度の適正な運用と円滑な運営を推進してまいります。

第４は、「安らぎにみちた快適環境都市」についてであります。

近年、国内外で発生する大規模災害は、多くの尊い人命を奪うとともに社会資本や経済活動に甚大な影響を与えております。去る１月ハイチで発生した大地震は、中国四川大地震をはるかに凌ぐ震災をもたらし今なお悲惨な状況が続いており、改めて防災対策への認識を深めるものであります。
【地域防災】
このような中、本年度は最新の緊急通信指令施設の本格的始動を進めていくとともに高規格救急自動車を購入し、市民からの緊急通報に対し、迅速かつ的確な対応に努め、災害の軽減とさらなる人命救助体制の強化を図ってまいります。　

また、昨年度、国の緊急雇用創出事業を活用し防火安全対策普及啓発事業を展開してまいりましたが、本年度も引き続き防火安全対策としまして住宅用防災警報器の普及促進を図ってまいります。

浦添市地域防災計画に基づき、昨年度に配備しました防災車およびデジタル無線機等を活用し、伊奈武瀬地区で浦添市総合防災訓練を１１月に実施いたします。

【交通安全・防犯活動】
　交通安全対策につきましては、本年度も関係機関と連携して交通安全運動を実施し、特に児童生徒に対しては、通学路の安全確保を図るため、広報板等の設置や小学校毎に交通安全指導員を配置し、登下校時における交通事故防止に努めてまいります。

　犯罪のない安全で明るく住みよい地域社会づくりのため、防犯思想の普及を図り、各自治会に対する防犯灯設置の補助を引き続き実

施し、犯罪の防止及び青少年健全育成に努めてまいります。
　【区画整理事業の推進】
　快適で安らぎに満ちた生活環境の整備のため、土地区画整理事業を推進してまいります。「南第一土地区画整理事業」については、本年度も引き続き、国際センター線等の幹線道路を中心に、区画道路や宅地造成等の整備に取り組み、順次、使用収益開始できるよう努めてまいります。「南第二土地区画整理事業」については、建物移転を中心にしながら、本格的に都市計画道路及び宅地造成の工事に着手してまいります。「大宮土地区画整理事業」については、昨年度の換地処分に伴い本年度から新たに清算金交付及び徴収業務を開始してまいります。
　【公園の整備】
　都市公園につきましては、快適な都市公園の整備と、本市の緑豊かな自然緑地の保全を推進するため、浦添カルチャーパーク内の駐車場整備をはじめ外５箇所の公園整備の継続事業に取り組んでまいります。また、夕日が丘公園のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(のりめん),法面)補修整備事業を早急に実施してまいります。
　【景観形成への取り組み】【市民協働のまちづくり】
　次に、市民・企業・行政の協働による「花と緑と水を配したまちづくり」を推進し、心の豊かさや癒しを実感できる快適な都市環境と風景づくりに努めてまいります。

また、本県の重要な森林資源であり、景観上重要な要素であるリュウキュウマツの保全対策に取り組んでまいります。
　本年度は、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 13(くうじゅざき),空寿崎)周辺の公園整備について基本構想策定業務等に

取り組んでまいります。

本市は景観行政団体として、「いにしえに未来がとけ込む美しいまち」を目指し都市景観の形成に取り組んでまいります。とりわけ、世界遺産の登録を目指し復元、整備が進む浦添城跡周辺につきましては「まちづくり交付金」等を活用し、歴史・文化の薫る街並みづくりを地域と協働で取り組んでまいります。さらに、「風景づくり推進事業」を活用し、沖縄都市モノレール延長に伴う県道浦添西原線沿線地区や、空寿崎を含む西海岸全体の海浜についても、道路整備の進捗と合わせた、景観地区や重点地区指定などの良好な景観形成への取り組みを推進してまいります。
【環境保全とゴミ対策】
近年の科学技術の発展は、私たちの生活にゆとりを与える反面、急激に消費エネルギーを増大させ、化石エネルギー資源の枯渇問題や地球温暖化をはじめとする、様々な環境問題を引き起こしております。このように環境問題が重視される中、本市においては持続可能な循環型社会の構築を目指し、徹底したごみの排出抑制と、より一層の分別指導を行い、資源の有効活用に係る啓発事業を進めてまいります。また、市民並びに職員への環境問題に関する知識の習得や、地球温暖化防止対策等、環境保全活動に対する意識の高揚を目指して、引き続き環境教育等の講座を開設してまいります。
【墓地整備基本方針】
また、墓地埋葬等に関する法律に基づく墓の設置に関する許可業務が今後、県から市町村へ移管されることから、前もって本市の墓地整備の基本方針を策定する必要があります。本年度は、墓の現状を把握するための実態調査を実施してまいります。
第５は、「計画の実現に向けて」であります。

本市においては「浦添市行財政改革集中プラン」に基づいて全庁的に行政改革を推進してまいりました。その結果、公共施設への指定管理者制度の導入や学校給食調理場の調理業務の民間委託、市職員数の対平成１７年度比５.６パーセントの削減実施等、着実な取り組みにより一定の成果を上げることができました。

しかし平成２０年、アメリカの大手証券会社の経営破綻が世界的な金融・経済の後退につながった「リーマンショック」をきっかけにして世界経済が同時不況に陥り、日本経済も大きく影響を受けました。そのような中、わが国の地方と合わせた長期債務残高も年々増加傾向で厳しい財政状況が続いており、自立的回復には程遠いのが現状であります。

本市の財政状況においても、危機的な社会経済情勢の中にあって、公債費残高は年々増加傾向となってきており、極めて厳しい財政状況であることには変わりはございません。

こうしたことから新年度予算編成は、基金を取り崩さなければ予算編成ができない状況となっております。

私は、このような厳しい財政環境の認識のもと、また地方分権という新たな時代における行政需要や課題に的確に対応していく行政体制の整備が求められていることから、今一度、事務事業の見直しを行い、さらなる行政改革の推進に取り組み、効率的な財政運営に努めてまいります。

新年度の予算は限られた財源で最大の効果が得られるよう、財源の重点配分に意を払って編成いたしました。

その結果、平成２２年度予算は、一般会計において３４７億４,０００万円、特別会計において２１９億２，３２６万６千円、企業会計において収益的支出２５億５２３万１千円、資本的支出３億８,８０２万７千円、合わせて２８億９,３２５万８千円の予算規模となっております。

本定例会にあたり、一般会計予算のほか、多くの議案を提案しておりますが、各議案の詳細につきましては、所管部長等をして説明させていただきます。

なお、平成２１年度の補正予算の議案につきましては、先議案件として、ご審議賜りますようお願い申し上げます。

何とぞ、議員各位の慎重なるご審議のうえ、議決を賜りますようお願い申し上げます。

                          　　　　平成２２年２月２３日

                              　　浦添市長　儀　間　光　男
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